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【要旨】 
 

１．企業の研究開発投資効率の低下が問題視されている。投資効率低下に関しては、研究

開発投資が製品に結びつかないことが問題視されがちだ。しかしより本質的な問題は、

製品には結びつくが利益に結びつきにくくなっていることにある。 
 
２．研究開発投資が利益に結びつきにくくなった背景としては、事業部の製品化において

そのスピードアップ要請が強まり、IT 製品中心に社外からキーデバイスを購入するケ
ースが増加するなど自社のコア技術獲得が難しくなりつつあること、また新たなビジ

ネスモデル構築などが重要視されていないことなど、全社の利益獲得にとって重要と

される手段にまで手が回りにくくなっていることがある。 
 
３．同時に利益に結びつきにくくなった理由としては、研究開発マネジメント面よりも、

企業アイデンテｨテｨの不明確さやコア技術の弱さなど個々の経営･事業戦略や技術戦

略の問題、さらに３つの戦略間での統合性の少なさが指摘されている。 
 
４．研究開発投資効率の向上には、コア・コンピタンスの明確化による製品の特化やシナ

ジー効果のある製品群への絞込みと同時に、製品に用いる技術の融合化による差別化

の強化、スピード要請への過剰対応でキーデバイスまで手放すのでなく、コア技術の

強化によるキーデバイスの維持、さらに技術の秘匿や生産技術の強化など企業に蓄積

されたクローズな技術活用による差別化が必要になる。 
いずれにしても、今後研究開発投資を利益に結びつけるには、企業の CEO や CTO
など経営トップ層の役割が大きくなる。 
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注：Aケースは中研自主、Bケースは中研依頼、Cケースは事業部開発、Dケースは全社
利益に対応する 

 
２．重要な経営トップの役割 
 研究開発投資を企業利益に結びつきにくいことの責任はどのような階層でより大きいか

という質問では、CTOや戦略策定者、CEOなどが上位に挙げられた。 
 

図表Ⅳ―２ 研究開発投資が製品や利益に結びつかない責任者層 

資料：当社アンケート調査より作成 
注：Aケースは中研自主、Bケースは中研依頼、Cケースは事業部開発、Dケースは全社

利益に対応する 
 
研究開発投資を全社の利益に結びつける方策とあわせて考察すると、全社的に経営戦略、

技術戦略、事業戦略を経営トップのリーダーシップで一体的に行わず、各戦略を統制の無

いままにばらばらに行っていたのでは、せっかく研究開発投資をしても企業の利益獲得に

は結びつかない事を示している。 
 業績好調の韓国のサムスン電子の例で見ると、今回のアンケート調査で示された課題に

対しては、経営トップがそれぞれコミットしていることが分かる。例えば企業のアイデン

テｨテｨが明確かどうかに関しては、CEO の考えを反映しデジタルコンバージェンスという
キーワードをベースに半導体、液晶、携帯電話、(デジタル)家電への選択と集中が行われて
いる。それぞれの製品は互いにシナジー効果が発揮できる製品になっている。又ユニーク

なビジネスモデルを持っているかという課題に関しては、CEOの強い意志で、景気の谷の
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時期であっても、半導体や液晶分野への巨額な設備投資を継続的に続けている。ロードマ

ップの存在に関しては、やはりCEOの要請により、５年後、１０年後にどのような製品構
成にするかということが常に経営陣の間で話題にされている。そうしたロードマップが共

有され、そのための技術獲得に向けて研究者の獲得が進められている。これがコア技術の

獲得に繋がっている。企業全体に日本企業がかつて石油ショックから素速く立ち直れたの

はコアとなる技術を持っていたからという強い認識が共有されており、それがコア技術を

持つことの重要性認識に繋がっている。 
日本において業績が良い企業を見ても、キヤノンや武田薬品工業等これまで戦略ごとに

指摘された課題項目に対し、経営トップの強い関与が見て取れる例は多い。 
 
３．今後の方策 
 これまでの検討を踏まえ、企業が研究開発投資を製品、特に企業利益に結びつける方策

を考える。基本的方向としては、日本企業の強みに即した対策が必要ということである。 
 
（１）企業アイデンテｨテｨなき横並びからの脱却 
 企業の研究開発投資効率向上の第一歩は、企業アイデンテｨテｨの明確化による他社横並

びからの脱却である。特に研究開発投資額が大きく多数の製品を抱える電機産業にとって

は必要な方策と思われる。そのための具体的な方向を示す。 
 
① 特化･集中型 
今後の新規先端市場として出現してくる分野に対しては、例えばIT分野における米国企
業の例にみたように、自社内に新規分野とぶつかり合う既存分野を持たず特化・集中型対

応のできるベンチャー企業タイプが有効となる。その場合のベンチャー企業の担い手とし

ては、日本ではまだ優秀な人材が大企業に多数存在している例が多いので、大企業からの

スピンオフベンチャーがより重要である。ベンチャー企業の弱点は、入り口となる技術力

はあっても、出口となる販売力、与信判断力など総合力が弱いことで、製品販売の段階で

失敗する例が多い。ここを乗り切るには、製品販売では、日本独自のシステムである商社

の活用が考えられる。商社は良い技術や製品であれば、自社のリスクで販売の可能性を探

ってくれることがある。日本独自のこのような商社機能とベンチャーをうまく組み合わせ

ることが成功の秘訣である。 
既存分野に関しては、企業が社内に抱えこんだ多様な事業では、各社の単独市場シェア

が小さく、大きなシェアを持つ世界のライバル企業との設備価格面、部品購入価格面で不

利である。各社からの分離、もしくは事業交換と再編統合が望ましい。このような分野と

してはすでにDRAM分野でのエルピーダがスタートし、鉄鋼や化学分野でもこうした動き
が顕在化している。今後はDRAM以外の半導体や液晶分野などでも増加すると考えられる。
その場合、エルピーダに見られるように、出身親企業母体にこだわらずその分野を熟知す
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る経営トップを選び任せることができるかどうかが一つのポイントになる。 
 
② 統合･シナジー型 
企業のアイデンテｨテｨの確立といっても、必ずしも製品を単一製品にまで絞り込むこと

が求められているわけではない。サムスン電子のように、複数の製品を社内に持っても高

い営業利益を上げている企業は存在する。 
ただしこの場合のポイントは２つある。一つは、自社内に他社と比べて技術的に弱い製

品があり、その弱い製品技術を補うために自社の強い技術(特許)をクロスライセンスで他社
に与えざるを得なくなるような製品は持たないこと、第二にシナジー効果がある製品群に

絞り込むことである。部品とその部品を組込む組立製品とを垂直統合的に自社内に持つこ

とは、むしろ日本の大企業の生き方としては現実的である。もしくは組み立て製品に優位

性を持つ企業が、部品に優位性を持つ企業と提携するケースも有効である。その場合でも、

部品の市場シェアでは世界一になり、その部品価格を他社よりも有利に設定できるなどの

能力は必要である。そうしないでキーデバイスとしての部品を他社から購入するのでは、

利益が社外流出し、製品はできたが利益が得られないという状況に陥りやすくなる。 
 
③ 技術融合型 
製品は絞り込むが、それに使う複数の技術は自社内で持ち、その技術を融合化して差別

化する方法もある。特に精密機械製品に見られるやり方である。その場合の技術としては

各社異なるが、IT 技術だけでなく秘匿型の材料技術、ナノテク技術、ソフトウエア技術の
融合などが考えられる。今後それらを応用する分野としては、従来の IT 分野だけでなく、
自動車製品、精密機械、ロボット分野などが有望な分野と思われる。 
 
（２）コア技術の確立と知財戦略 
①コア技術の獲得 
 今後とも製品化スピードが一層速まり、この面での競争は激化する。しかしスピード競

争という一面同質的な競争に巻き込まれると、各社の本質的な差別化がなされず、結局企

業体力勝負となって、研究者や技術者が消耗してしまう。スピード競争は避けられないが、

同時に差別的コア技術競争に持ち込まないと体力勝負の罠から抜け出る事ができきない。 
スピード競争の中でコア技術を開発維持するのは難しいが、各社の研究開発ポートフォ

リオの中で一定限コア技術を維持する必要があり、それは経営トップやCTOの大きな役割
となる。 
コア技術を自前の中央研究所等でまかなうか大学や研究機関など社外にゆだねるかに関

しては、新技術の評価や目利きは自社で行うしかなく、自社内にある程度の評価能力を持

つ研究者は必要である。 
コア技術の獲得とともに重要なのが、生まれたコア技術の事業部への移転能力である。
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中央研究所で生まれたコア技術が革新的であればあるほど、ものつくりという保守的な性

格を持つ事業部では受け取らない傾向がある。革新的技術を事業部の製品に組み込んで差

別的で利益を得られる製品にするためには、その橋渡しとしての技術移転能力が不可欠で

ある。コア技術の獲得を自社中央研究所から大学や研究機関等社外に変えても、技術移転

能力が無ければ効果は薄い。したがってCTOや技術プロヂューサーといわれる研究所と事
業部の組織の壁を乗り越えて技術の橋渡しをする人材の役割は大きい。 

 
②競争力ある知的財産を徹底して守る 
企業の利益を得るには、技術の特許による保護は必要である。しかし、クロスライセン

スなどで、特許が他社との差別化に結びついていないケースもある。このため本当に強い

コア技術を秘匿しブラックボックス化することも必要になる。電機企業と精密企業との利

益率の差の一端は、電機企業では利益確保の手段が技術の特許による保護と製品のスピー

ドアップしかないが、精密機械企業には技術の秘匿という手段が有効とみなされているな

どの違いがある。 
 
（３）経営･技術･事業戦略の一体化 
今回のアンケート調査結果でも明確になったように、研究開発投資を製品や利益に結び

つけるのは単なる研究所の研究開発マネジメントではない。経営戦略、事業戦略、技術戦

略がロードマップを共通語にして一体的に行われることが重要である。すなわちそれぞれ

経営目標ロードマップ、事業製品ロードマップ、要素技術ロードマップの一体的構築を行

うと同時に、各ロードマップ構築においてそれぞれの部署の人員が参加し、認識を共有す

る過程が重要となる。それをリードする上で CEOや CTO等の経営トップの役割が非常に
大きいものとなる。 
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おわりに 
 
 ようやく明るい兆しが見え始めた日本企業は、今後、これまで以上に研究開発投資を増

加させる意向である。中国企業と自社との間合いが分かり出した企業にとって、中国企業

との差別化ではやはり独自のコア技術を持たないと勝ち残れないという認識が強まってい

る。しかし今回の研究で明確になったように、コア技術無き単なるスピード競争では、せ

っかくの研究開発投資が利益に結びつかず、空回りしてしまう。 
明確な企業のアイデンテｨテｨにもとづくシナジー効果をもつ製品群への絞込み、全社内

のコアメンバーが一体となって作るロードマップによる方向性の共有、自社内や社外活用

を問わず差別的なコア技術の重要性認識、技術の秘匿を含めた知財戦略、社内に蓄積され

た生産技術の高度化、そしてそれらの融合、コア技術の事業部移転などが重要なのである。 
従来の研究所任せの研究開発マネジメントから、経営・技術・事業戦略を一体化させ、研

究開発投資を効率的に企業利益に結びつける努力が必要になっている。そのための経営ト

ップの役割を強調しすぎることはない。 
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